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要約

背景

セルフケア介入は、保健システムの観点からも、利用

者にとっても、健康とウェルビーイングを向上させる

最も有望でエキサイティングなアプローチのひとつで

す。誰にとっても有用で、すべての人の健康の実現に

寄与するものと期待されています。入手しやすく、受

入れやすく、手頃な価格であれば、人々の選択肢と自

律性を向上させる可能性を持っています。また、セル

フケアの当事者や支援者の自己決定、自己効力感、自

律性、健康への関与を高めるための大きな後押しとな

ります。リスクや有益性の程度は環境や集団によって

異なるかもしれませんが、適切な規範的ガイダンスと

安全で支持的な実現環境があれば、セルフケア介入は

個人の健康への積極的な関与を促し、医療の様々な側

面から健康アウトカムを改善するためのエキサイティ

ングなものとなるでしょう（図1）。

2030年には世界で約1,800万人の医療従事者が不足す

ると予測され、現在も記録的な1億3,000万人の人々が

人道的支援を必要とし、新型コロナウイルス感染症の

ようなパンデミックの脅威にさらされています。世界

では少なくとも4億人が基礎的保健医療サービスを受

けられず、毎年1億人が医療費の自己負担により貧困

に陥っています。そのため、従来の保健セクターでの

対応を超えた、革新的な戦略を見出すことが急務です。

セルフケア介入は世界保健機関 (WHO) の第13次総合

事業計画の3つの分野すべてに関連しており (図2）、

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ (UHC) の達成、

健康増進、健康危機からの保護のための重要な要素と

して、 WHOはすべての国や経済レベルにおいてセル

フケア介入を推奨しています。

プライマリ･ヘルスケア､ユニバーサル･ヘルス･

カバレッジ､その他のグローバルイニシアチブ

セルフケア介入は、プライマリ・ヘルスケア（PHC）

の推進など､様々なグローバルイニシアチブの中で言及

されるようになってきています。2018年のアスタナ宣

言で述べられたPHCの主な3要素は以下の通りです。

 プライマリケアと必須公衆衛生機能を優先し、人々

のライフコース全体にわたって、包括的かつ統合的

な保健医療サービス（健康増進、保護、予防、治療、

リハビリ、緩和を含む）を通して人々のニーズを満

たすこと。

 すべてのセクターにおいて、エビデンスに基づく政

策や活動を通じて、広範な健康の決定要因（個人の

特性や行動だけでなく、社会的、経済的、環境的な

要因を含む）に体系的に取り組むこと。

 個人、家族、コミュニティが、自身の健康とウェル

ビーイングを促進・保護する政策の提唱者として、

医療・社会サービスの共同開発者として、セルフケ

アの当事者や支援者として、最善の健康を得られる

ようエンパワーすること。

PHCは、UHC達成のための重要な要素ですが、そのた

めには保健医療サービス提供のパラダイムを転換させ

なければなりません。セルフケア介入は、その転換に

大きく貢献する可能性があります。また、UHC達成に

寄与することで、持続可能な開発目標（SDG）3の目

標3.8「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を

確保し､ウェルビーイングを推進する」に寄与します。

図1．セルフケアの介入による健康アウトカムの改善

健康アウトカム
の改善

カバレッジとアクセスの向上

健康格差の縮小と公平性の増大

サービスの質の向上

健康、人権、社会的アウトカムの改善

コストの削減、医療資源やサービスの効率的な利用
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健康とウェルビーイングの向上

健康増進により、人々は自身の健康に対するコントロ

ールを高めることができます。健康増進は、治療や治

癒だけでなく、体調不良の根本原因に対処し予防する

ことで、人々の健康と生活の質を向上し保護すること

を目的とした、幅広い社会的・環境的介入を含みます。

WHOは、様々な健康増進のためのセルフケア介入を推

奨しています（図3）。それは、栄養改善や運動だけ

でなく、ヘルスリテラシーのような健康増進の基盤と

なる重要な要素も含みます。

パンデミックと人道的環境

紛争や人道的危機に陥った状況では、既存の保健シス

テムが急速に手薄になり、個人やコミュニティが自ら

の健康を管理することを、かつてないほど求められる

ことがよくあります。質の高いセルフケア介入が、推

奨される枠組みや「実現環境」（第2章参照） の中で

提供されると、個人やコミュニティは恩恵を受けるこ

とができます。新型コロナウイルス感染症のようなパ

ンデミック時には、人と物理的な距離をとる、マスク

をつける、清潔を保つなどのセルフケアの方法が、対

策の重要な一部として世界中で推奨され、実践されま

す。セルフケア介入は医療の認識、理解、アクセスの

方法を変えつつあり、人々が自ら使える医薬品、診断

検査、その他の技術も増えてきています。

セルフケアおよびセルフケア介入の定義

セルフケアとは、個人、家族、コミュニティが、医療

従事者の支援の有無にかかわらず、健康を増進し、疾

病を予防し、健康を維持し、病気や障害に対処する能

力を指します。この定義には、健康増進、疾病の予防

と対策、薬の自己管理、介助を要する人へのケア、必

要に応じた医療施設への受診、緩和ケアを含むリハビ

リテーションが含まれます。

セルフケア介入とは、セルフケアを支援するツールを

指します。エビデンスに基づく良質な医薬品、医療機

器、診断検査、デジタルヘルス介入が含まれ、これら

は正規の保健医療サービスの範囲外または一部として

提供されることがあり、使用に医療従事者が関与する

ものとしないものがあります。

ガイドラインの目的・意義

本ガイドラインの目的は、質の高い保健医療サービス

とセルフケア介入について、個人、コミュニティ、国

を支援するための、エビデンスに基づく規範的指針を

示すことです。プライマリ・ヘルスケア戦略、包括的

な基礎的保健医療サービスパッケージ、ケアの対象者

を中心に置く概念に基づいています。

より具体的な目的は、以下の3つです。

• 性と生殖に関する健康と権利（SRHR）を推進する

ためのセルフケア介入を含む、公衆衛生学上の主要

なセルフケア介入に関するエビデンスに基づく推奨

項目を提示すること。取り残されがちな人々や、保

健システムの受容力や資源が限られている環境に焦

点を当てています。

図2. WHO第13次総合事業計画の戦略的優先事項とトリプルビリオン目標

10億人増

健康危機から
救われる人

10億人増

より良い
健康と幸福を
享受する人

10億人増

UHCの恩恵
を受ける人
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• プログラム実施、運営、サービス提供に関する主要

な課題についての、グッドプラクティス・ステート

メント（GPS）を提示すること。これらは、SRHR

の推進を含め、セルフケア介入への安全かつ公平な

アクセス・受入れ・使用を促進、改善するために取

り組む必要があります。

• 今後の研究やガイドライン作成の指針となる、特定

のテーマに関する重要な考慮事項を提示すること。

セルフケア介入の概念的枠組み

概念的枠組みは、進化するセルフケア分野に取り組み、

今後の改訂に向けてセルフケア介入を特定するための

出発点となるものです。概念的枠組み（図4）は、セ

ルフケア介入の導入・受入れ・展開を支援するための、

「ケア対象者を中心に置くアプローチ」と「保健シス

テムアプローチ」という2つの重要な要素を示してい

ます。中核をなすのは、健康とウェルビーイングのた

めのケアの対象者を中心に置くアプローチです。

本ガイドラインは、SRHRを含む健康とウェルビーイ

ングに関して、強化された、包括的な、ケアの対象者

を中心に置くアプローチに基づいており、それを提唱

しています。このアプローチは、人権、倫理、男女平

等という主要原則に裏打ちされています。ケア対象者

を中心に置くためには、一人ひとりのケアに全人的な

アプローチをとり、ライフコース全体にわたって個々

の状況・ニーズ・要望を考慮し、そして、その人が暮

らす環境を考慮することが必要です。

セルフケア介入は、安全で支持的な環境があれば、

人々が自身の健康に積極的に参画することを促す機会

となります。

安全で支持的な実現環境は、取り残されがちな人々や

社会的に疎外されている人々の、健康とウェルビーイ

ングを向上させることのできる製品や介入へのアクセ

ス・受入れを推進するために不可欠です。セルフケア

介入を安全かつ適切に利用できる環境であるかを評価

し、その実現環境を確保することは、これらの介入を

導入・拡大するための初期戦略の重要な要素です。そ

のためには、利用者となる人々のプロファイル、既に

提供されているサービス、そして広範な法的・政策的

環境、構造的な支持体と障壁を知っている必要があり

ます。

本ガイドラインのスコープ

本ガイドラインは、健康のためのセルフケア介入に関

するWHOの新旧の推奨項目、グッドプラクティス・ス

テートメント、重要な考慮事項をまとめたものです。

「推奨項目」は健康に関連する特定の介入について

（第3章参照)、「グッドプラクティス・ステートメン

ト」は、特に取り残されがちな人々のための、実施上

図3. 保健システムと連動したセルフケア介入

保健システム

セルフケア

日常生活

自己管理
自己服薬、自己治療、自己診察、自己注射、
自己投与、自己利用

自己検査
自己採取、自己検診、自己診断、自己収集、
自己モニタリング

自己認識
自助、自己学習、自己制御、自己効力感、
自己決定

3



の留意点、およびより一般的な実現環境の構築・維持

について（第4章参照）述べています。本書は、WHO

がはじめて発行した、2019年のセルフケア介入ガイド

ラインに基づいて作成しました。本ガイドラインの新

たな推奨項目は、医療施設で働く医療従事者による提

供から、セルフケア・アプローチによる提供へと移行

しつつあると考えられる、セルフケア介入に焦点を当

てています。

既存のWHO指針が存在する場合には、より詳しい情報

が得られるよう、それらの出版物や関連するWHOツー

ル、プログラム活動文書について言及しています。

取り残されがちな人々のセルフケア介入へのア

クセス・使用・受入れ

健康格差は世界中どの地域にも存在し、疾病の罹患率

は、最も貧しく、最も社会的に疎外された人々やコ

ミュニティで特に高くなっています。

多くの状況において、取り残されがちな人々やコミュ

ニティでは、社会的孤立につながる高齢という要因や、

不健康な生活環境をもたらす貧困という要因によって、

脆弱性が増大する可能性があります。そのため、セル

フケアへのアクセス・受入れ・使用に関して、すべて

の人々やコミュニティで、同じレベルの支援が必要と

責任

実現環境

アクセスの場所

主要原則

健康と
ウェルビー

イングのための
セルフケア

民間セクター

個人

社会 政府

援助機関

保健セクター研修を受けた
保健人材

規定された
良質な製品

や介入

保健財政

教育

ヘリス
リテラシー

情報

暴力、強制、スティグマ、
差別からの保護

経済的
エンパワー

メント(住居、

司法への
アクセス

支持的な
法律や政策

心理社会的
支援

商品の
安全保障

自宅

伝統医療と
社会文化的

活動

コミュニティ

デジタル技術や
プラットフォーム

医療施設

薬局

ケア支援者

倫理

男女平等
ライフ

コース

人権全人的

食料安全保障、
医療費支払能力
など)

出典： Narasimhanらの許可を受けて改変（doi:10.1136/bmj.l688）

図4. セルフケア介入の概念的枠組み
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されているわけではありません。セルフケアを利用し

たい人や必要な人にとって、自立したセルフケアと質

の高い保健医療サービスへのアクセスとの、安全で強

固な結びつきが、有害な結果を回避するためにとても

重要です。セルフケアが積極的な選択ではなく、恐怖

心や他の選択肢がないがゆえに行われる場合には、脆

弱性を高めてしまう可能性があります。

セルフケア介入の使用・受入れは有機的なものです。

介入や対象集団によりますが、利用者が完全に責任を

負う場合と、医療従事者（あるいはそれに準じた人）

が完全に責任を追う場合との間で、責任の所在が時間

の経過とともに変化することがあります。SRHRプロ

グラムを通じて人権に基づく法律や政策を完全に実施

することが、健康と人権のために最も重要です。

ガイドラインの読者層

本ガイドラインの第一の読者層は、国内外の政策立案

者、研究者、プログラム管理者、医療従事者（薬剤師

を含む）、援助機関、および市民社会団体で、セルフ

ケア介入の実施や推進に関する決定や助言を行う人々

です。第二の読者層は、製品開発者です。このガイド

ラインの推奨の影響を受ける人々、すなわちセルフケ

アの当事者や支援者に役立つことも期待しています。

低資源国における保健医療サービスやプログラムは、

本書で紹介する指針の恩恵を最も受けるでしょう。そ

のような国々では、取り残されがちな人々のニーズや

権利に合わせたサービスを提供することが、とても難

しいためです。しかし、本ガイドラインはすべての国

に関わる内容であり、グローバルな指針とみなされる

べきです。世界中に関わるこれらの推奨事項をWHO地

域や国が実施するにあたっては、現地の経済状況や既

存の保健医療サービス、医療施設を考慮し、現場の状

況に合わせて適応させることが可能です。

ガイドライン作成プロセス

本ガイドラインは、WHOのガイドライン作成基準およ

び要件に則って、WHOガイドライン審査委員会の監督

のもとに作成しました。本ガイドラインのすべての推

奨項目は、ガイドライン方法論の専門家の進行のもと

GRADE（Grading of Recommendations Assessment, 

Development and Evaluation）という方法を用いて、

ガイドライン作成グループが作成しました。方法論の

詳細は、Annex 2に記載しています。その項目2.4に、

本ガイドラインで取り上げた課題や、具体的な推奨項

目、グッドプラクティス・ステートメントをどのよう

に決めたか記しています。

研究課題の作成

セルフケアに関して今後必要な研究は、(i)セルフケア

介入の開発と、(ii)セルフケア介入の提供方法 の2大分

野にまとめることができます。

有効性、安全性、実施、提供方法に関する研究の焦点

の基礎となるのは、個人、集団、コミュニティ、医療

従事者、またはシステムの視点です。該当する視点と、

測定するアウトカムの選択が合うよう、気を付ける必

要があります。費用や費用対効果の研究についても、

同じことが言えます。

セルフケアにおけるデジタルヘルスやデジタル治療の

導入が進むことで、実世界のエビデンスをリアルタイ

ムに生み出すことが可能になってきています。しかし、

セルフケア研究を倫理的に実施するには、プライバ

シー、セキュリティ、IDの適切な管理が不可欠です。

持続可能な研究環境を構築する上で、透明性、信頼の

文化、研究参加者と実施者の相互利益が最も重要です。

ガイドライン作成メンバーは、ガイドラインの作成過

程や会議の中で、今後一次研究によって解明されるべ

き研究テーマを特定しました。

第5章では、既存のエビデンスの限界について述べ、

SRHRのためのセルフケアの実現環境に関するリサー

チ・クエスチョンの例を挙げています。また、本ガイ

ドラインの新しい推奨項目に関連して特定された、研

究の限界に取り組むための質問をリスト化し、セルフ

ケア介入における人権と公平性を評価するための、ア

ウトカムに関するリサーチ・クエスチョンの例を示し

ています。

ガイドラインの実施・適用性・モニタリング・

評価

本ガイドラインの推奨項目、グッドプラクティス・ス

テートメント、重要な考慮事項を効果的に実施するた

めには、特に低・中所得国では、保健医療サービスの

再編成と医療資源の再配分が必要となると考えられま

す。潜在的な障壁については、第6章で検討していま

す。ケアの対象者を中心に置くアプローチや本ガイド

ラインを支える主要原則が運用され、あらゆる場にお

ける障壁に対処し、本ガイドラインの実施を促進する

ために、様々な方策がとられるでしょう。

推奨項目の実施と効果は、既存の指標を用いて、医療

施設・地域・国の各レベルでモニタリングされます。

しかし、セルフケアは私的な場で行われることを考え

ると、セルフケア介入の効果を評価するためには、新

たな方法を開発する必要があります。その際には、当

時者コミュニティに参画を促し､取り残されがちな人々
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がどのようにセルフケア介入を受入れ・使用している

かに特に重点を置くべきです。

ガイドラインの更新

本書の推奨項目、グッドプラクティス・ステートメン

ト、重要な考慮事項は、優先度の高い一部の健康のた

めのセルフケア介入に過ぎません。本ガイドラインは、

新たなエビデンスの発見、政策やプログラムの進捗に

応じて更新・追加していきます。適切な指針がタイム

リーに発行され、国やプログラムが採用・実施できる

よう、「リビングガイドライン」として新しいエビデ

ンスや情報を継続的に取り入れていきます。

推奨項目・グッドプラクティス･ステートメン

ト・重要な考慮事項のまとめ

表1は､セルフケア介入に関する新旧の推奨項目および

重要な考慮事項を示し､以下のテーマを扱っています。

(i) 妊娠期・出産中・産後のケアの改善

(ii) 不妊管理を含む良質な家族計画サービスの提供

(iii) 安全でない人工妊娠中絶の撲滅

(iv) HIVを含む性感染症、生殖器感染症、子宮頸がん、

その他の婦人科疾患への対応

(v) セクシャルヘルスの推進

(vi) 心血管疾患や糖尿病などの非感染性疾患

表2は、セルフケア介入に関する新旧のグッドプラク

ティス・ステートメントおよび2つの新たな推奨項目

を示し、以下のテーマを扱っています。

(i) 人権・男女平等・公平性への配慮

(ii) 資金調達および経済的留意点

(iii) 医療従事者の研修ニーズ

(iv) 特定の集団における実施上の留意点

(v) デジタルヘルス介入

(vi) 環境への配慮

新たな推奨項目、グッドプラクティス・ステートメン

ト、重要な考慮事項については、新規と記しています。

介入 推奨項目および重要な考慮事項a

妊娠期・出産中・産後のケアの改善

帝王切開を減らすための女性を対象とした非医療的介入

推奨 1

女性に対する健康教育は、妊娠期ケアの重要な要素である。帝王切開による出産を減らすため、

適切なモニタリングと評価を実施した上で、以下のような教育的介入と支援プログラムを推奨

する。(状況に応じた推奨、確実性が低いエビデンス) 

推奨1a

出産準備教室（特に、出産に対する恐れや痛み、薬を使った産痛緩和法とその効果、薬を使わ

ない産痛緩和法、帝王切開と経膣分娩の利点と欠点、帝王切開の適応と禁忌など）。（確実性

が低～中程度のエビデンス）

推奨 1b

看護師によるリラクゼーションプログラム（妊娠中の不安やストレスについての問題やリラク

ゼーション法の目的についてのグループでの話し合い、深呼吸法や他のリラクゼーション法な

ど）。（確実性が低～中程度のエビデンス ）

推奨 1c

カップルに対する心理社会的な予防プログラム（生まれてくる子どもへの前向きな共同養育を

育むための、感情の自己管理、葛藤の対処法、問題解決法、コミュニケーション、互いに支え

合う方法など）。「カップル」とは、夫婦、親密な関係にある人々を指す。（確実性が低～中

程度のエビデンス ）

推奨 1d

心理的教育（痛みへの恐怖心がある女性に対して、恐れと不安、出産への恐怖心、人により反

応が異なるのは正常であること、分娩の各期、病院で慣習的に行われるケア、出産の進み方、

セラピストや助産師による産痛緩和法についての情報提供など）。（確実性が低～中程度のエ

ビデンス）

表1．セルフケア介入に関する推奨項目と重要な考慮事項
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介入 推奨項目および重要な考慮事項a

一般的な生理的症状に対する自己管理

推奨 2
教育的介入や支援プログラムにおいて、形式（パンフレット、ビデオ、ロールプレイ教育な

ど）による効果の差は特に見られない。

吐き気・嘔吐に対する介入

推奨 3
妊娠初期の嘔気緩和には、本人の好みや利用可能な選択肢に応じて、生姜・カモミール・ビ

タミンB6・鍼治療を推奨する。

胸焼けに対する介入

推奨 4
妊娠中の胸焼けを予防・緩和するために、食事や生活習慣について助言することを推奨する。

生活習慣を改善しても解消されない場合には、制酸剤の使用が可能である。

下肢の痙攣に対する介入

推奨 5
妊娠中の下肢の痙攣の緩和には、本人の好みや利用可能な選択肢に応じて、マグネシウム、

カルシウム、あるいは薬を使わない療法を用いることができる。

腰痛・骨盤痛に対する介入

推奨 6
腰痛や骨盤の痛みを防ぐために、妊娠中を通して定期的な運動を推奨する。本人の好みや利

用可能な選択肢に応じて、理学療法、骨盤ベルト、鍼治療など様々な治療法がある。

便秘に対する介入

推奨 7
妊娠中の便秘を緩和するために、食生活の工夫で改善しない場合には、小麦ふすまや他の食

物繊維質のサプリメントを、本人の好みや利用可能な選択肢に応じて用いることができる。

下肢の静脈瘤や浮腫に対する介入

推奨 8
妊娠中の静脈瘤や浮腫に対し、弾性ストッキング、下肢の拳上、水中での軽い運動など、薬

を使わない療法を、本人の好みや利用可能な選択肢に応じて用いることができる。

分娩第一期遷延防止のための鎮痛剤の自己内服

推奨 9
分娩遷延を予防したり、陣痛促進の介入を減らすことを目的として、産痛緩和を行うことは

推奨しない。（条件付き推奨、確実性が非常に低いエビデンス）

鉄分と葉酸のサプリメントの自己管理

推奨 10a

(新規)

今後3ヶ月以内に妊娠を予定している場合の葉酸サプリメントは、医療従事者による提供に加

え、自己管理を選択できるようにすることを推奨する。（強い推奨、確実性が非常に低いエ

ビデンス）

推奨10b

(新規)

妊娠中の鉄分と葉酸のサプリメントは、医療従事者による提供に加え、自己管理を選択でき

るようにすることを推奨する。（強い推奨、確実性が非常に低いエビデンス）

推奨10c

(新規)

産後の鉄分と葉酸サプリメントは、医療従事者による提供に加え、自己管理を選択できるよ

うにすることを推奨する。（強い推奨、確実性が非常に低いエビデンス）
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介入 推奨項目および重要な考慮事項a

妊娠中の血圧の自己測定

推奨 11

(新規)

妊娠高血圧症候群の妊婦の血圧測定は、健診での医療従事者による測定に加え、自己測定に

よるモニタリングを選択できるようにすることを提案する。（条件付き推奨、確実性が非常

に低いエビデンス）

妊娠中の蛋白尿の自己検査

重要な考慮事項 1

(新規)

非蛋白尿性高血圧症の妊婦の尿蛋白測定は、自宅で自己検査を行うことは、入院して行うよ

り有益な面があるかもしれないが、妊婦に課される負担とのバランスを考慮する必要がある。

妊娠中の血糖の自己測定

推奨 12

(新規)

妊娠糖尿病と診断された妊婦の血糖値測定は、健診での医療従事者による測定に加え、自己

測定によるモニタリングを選択できるようにすることを推奨する。（強い推奨、確実性の非

常に低いエビデンス）

妊娠期ケアの利用および質向上のための母親手帳

推奨 13
ケアの継続性と質を高め妊娠中の経験をより良くするために、妊婦一人ひとりが自分の母親

手帳を携帯することを推奨する。

不妊管理を含む良質な家族計画サービスの提供

避妊用注射剤の自己投与

推奨 14
生殖可能年齢にある人の避妊用注射剤利用の方法として、自己投与を選択できるようにすべき

である。（強い推奨、確実性が中程度のエビデンス）

市販の経口避妊薬の自己管理

推奨 15
経口避妊薬を使用している人には、処方箋なしで市販の経口避妊薬を入手できるようにすべき

である。（強い推奨、確実性が非常に低いエビデンス）

市販の緊急避妊薬の使用

推奨 16

(新規)

緊急避妊を希望する人には、処方箋なしで市販の緊急避妊薬を入手できるようにすることを推

奨する。（強い推奨、確実性が中程度のエビデンス）

妊孕性管理のための排卵予測薬による自己検査

推奨 17
妊娠を希望する人の妊孕性管理の方法として、自宅での排卵予測薬を選択できるようにすべき

である。（強い推奨、確実性の低いエビデンス）

コンドームの使用

推奨 18

男性用コンドームと女性用コンドームを一貫して正しく使用することは、HIV感染の予防、

カップルの一方だけがHIVに感染している場合に男性から女性あるいは女性から男性へのHIV

感染リスクの低減、性器コンジローマや子宮頸がんなど他の性感染症やの関連疾患リスクの低

減、意図しない妊娠の予防に非常に有効である。

推奨 19

すべてのハイリスク集団の人々に、HIV感染や性感染症の予防としてコンドームとコンドーム

用潤滑剤を正しく一貫して使用することを推奨する。（強い推奨、確実性が中程度のエビデン

ス）

8



介入 推奨項目および重要な考慮事項a

経口避妊薬（ピル）の自己管理

推奨 20a 本人の希望や予想される使用量に応じて、最大1年分のピルを提供することを推奨する。

推奨 20b
女性がピルに最大限にアクセスできるようにすると同時に、ピルの供給や物流の問題を解決す

るようなプログラムを整備する必要がある。

推奨 20c
女性が必要な時に必要な量のピルを容易に入手できるよう、再処方のシステムは柔軟であるべ

きである。

妊娠の自己検査

推奨21

(新規)

妊娠の検査を希望する人には、医療従事者による検査に加え、自己検査を選択できるようにす

ることを推奨する。（強い推奨、確実性が非常に低いエビデンス）

安全でない人工妊娠中絶の撲滅

妊娠初期の薬剤による中絶プロセスの自己管理

推奨 22 薬剤による中絶の適格性の自己判断は、厳密な研究的状況下においてのみ推奨する。

推奨 23

医療従事者の直接的な監督なしにミフェプリストンとミソプロストールを自己管理で使用する

ことは、特定の状況下においてのみ推奨する。特定の状況下とは、女性が正確な情報源を持ち、

中絶プロセスのどの段階でも必要または希望した時に、医療従事者に相談できる状況を指す。

推奨 24

妊娠検査やチェックリストを用いて中絶プロセスの完遂を自己判断することは、特定の状況下

においてのみ推奨する。特定の状況下とは、ミフェプリストンとミソプロストールの両方が使

用され、女性が正確な情報源を持ち、中絶プロセスのどの段階でも必要または希望した時に、

医療従事者に相談できる状況を指す。

人工妊娠中絶後のホルモン剤による避妊の開始

推奨 25

避妊用注射剤の自己投与は、特定の状況下においてのみ推奨する。特定の状況下とは、女性に

適切な情報と指導を提供する体制が存在し、医療従事者にすぐに繋げられる状況にあり、モニ

タリングとフォローアップが確実に行える状況を指す。

推奨 26

ミフェプリストンとミソプロストールの併用、またはミソプロストール単独による中絶を行い、

ホルモン剤による避妊（経口避妊薬、避妊用パッチ、避妊用リング、避妊用インプラント、避

妊用注射剤）を希望する人には、経口中絶薬の初回服用直後に、ホルモン剤による避妊を開始

する選択肢を与えるべきである。

HIVを含む性感染症、生殖器感染症、子宮頸がん、その他の婦人科疾患への対応

自己採取によるヒトパピローマウイルス（HPV）検査

推奨 27
30 歳から 60 歳までの人の子宮頸がん検診検査の方法として、自己採取によるHPV 検査を選

択できるようにすべきである。（強い推奨、確実性が中程度のエビデンス）

自己採取による性感染症検査

推奨 28
性感染症検査の方法として、自己採取による淋菌とクラミジア検査を選択できるようにすべき

である。（強い推奨、確実性が中程度のエビデンス）

推奨 29
性感染症検査の方法として、自己採取による梅毒とトリコモナス膣炎検査を選択できるように

してもよい。（条件付き推奨、確実性が低いエビデンス）
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介入 推奨項目および重要な考慮事項a

HIVの自己検査

推奨 30
HIV検査の方法として、自己検査を選択できるようにすべきである。（強い推奨、確実性が中

程度のエビデンス）

HIVと共に生きる女性の自己効力感とエンパワーメント

推奨 31

HIVと共に生きる女性には、健康状態を最大限に高め権利を行使できるよう、性と生殖に関す

る健康と権利に関する自己効力感とエンパワーメントに関する介入を提供すべきである。（強

い推奨、確実性が低いエビデンス）

薬局でのHIV予防のための曝露前予防薬(PrEP)の提供

重要な考慮事項 2

(新規)

薬局でのPrEPの開始と継続：

･ HIV感染リスクの特に高い人に対して、経口PrEPとダピビリン膣内リングの提供を推奨する。

･ PrEPの利用率を上げるためには、PrEPおよびその使用に関する情報に公平にアクセスでき

るようにすることが不可欠である。

･ 薬局でのPrEPの提供は、コミュニティにおけるアクセスを拡大するための好機となる可能

性がある。

･ 薬局でPrEPを提供する場合、WHOが推奨するPrEPの開始と継続のための手順（必要に応じ

て、HIV検査、クレアチニン等の検査、カウンセリング）を遵守すべきである。

･ 薬局でPrEPを提供する判断には、現地の法律や規制との調整、保健システムとの適切な連

携、コミュニティの参画が必要である。

セクシャルヘルスの推進

セクシャルヘルスのための潤滑剤の使用

推奨 32

(新規)

性行動を行う人には、性行為の際に潤滑剤の使用を選択できるようにすることを推奨する。

（強い推奨、確実性が中程度のエビデンス）

トランスジェンダーおよび多様な性の人々の性適合ホルモン剤の自己投与

重要な考慮事項 3

(新規)

･良質な性適合ホルモンの提供において、男女平等と人権の原則は、性適合ホルモン剤という

重要な治療法へのアクセスを拡大し、性自認による差別を減らすために不可欠である。

･ トランスジェンダーや多様な性の人々は、差別、排斥、貧困、暴力のリスクが高い社会的・

法的・経済的・政治的なシステムの中で生活している。

･ エビデンスに基づく指針を策定するための研究が早急に必要である。

心血管疾患や糖尿病などの非感染性疾患

心血管疾患

血圧の自己測定

推奨 33
適切な患者が、高血圧管理のために血圧の自己測定を行うことは、測定機器が手頃な価格で入

手できる状況において推奨する。(強い推奨、確実性が低いエビデンス) 

血液凝固の自己モニタリング

推奨 34

経口抗凝固剤を服用している適切な患者が、血液凝固の自己モニタリングを行うことは、測定

機器が手頃な価格で入手できる状況において推奨する。(弱い推奨、確実性が中程度のエビデ

ンス) 
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介入 推奨項目および重要な考慮事項a

推奨 35

経口抗凝固剤を投与されている患者が、血液凝固の自己モニタリングおよび投与量の自己調

整を行うことは、測定機器が手頃な価格で入手でき、医療従事者と合意した行動計画に従っ

て行う場合であれば推奨する。(条件付き推奨、確実性が中程度のエビデンス) 

糖尿病

血糖の自己測定

推奨 36
インスリンを使用していない2型糖尿病患者が、血糖値の自己測定を行うことは、十分なエビ

デンスがないため現時点では推奨しない。(条件付き推奨、確実性が中程度のエビデンス) 

推奨 37
インスリンを使用している1型および2型糖尿病患者に対しては、個々の医学的ニーズに基づ

き、血糖値の自己測定を提供すべきである。(条件付き推奨、確実性が低いエビデンス) 

a GRADE法を体系的に使用する前に作成された推奨項目については、推奨の強さやエビデンスの確実性を明記していません。元の

ガイドラインがGRADE法を用いて更新された場合には、それに応じて本書の文言も更新します。

介入 推奨項目およびグッドプラクティス・ステートメント(GPS)

人権、男女平等、公平性への配慮

GPS 1

(新規)

健康のためのあらゆるセルフケア介入には、正確で分かりやすく実行可能な情報を、入手し

やすい様式や言語で添付すべきである。それには、介入そのものについての情報、コミュニ

ティや医療施設の保健医療サービスへの繋ぎ方、介入に関する意思決定や使用を支援する医

療従事者や研修を受けたピアサポーターとの相談機会についての情報が含まれるべきである。

GPS 2

(新規)

健康のためのセルフケア介入が提供されれば、介入方法の選択や保健医療サービスとの関わ

りの度合いや方法に柔軟性を持たせるなど、人々がいつ、どのように医療を受けるかの選択

肢が増えるだろう。

GPS 3

(新規)

健康のためのセルフケア介入とその提供方法の構造は、個人やコミュニティが良質な介入に

アクセスする際に直面する障壁、ニーズや優先順位、必要とする支援の性質、そしてアクセ

スポイントの好みは様々であることを認識し、多様な性に応じてすべての人々のニーズに対

応するよう設計されるべきである。

GPS 4

(新規)

各国は、良質なセルフケア介入がコミュニティで広く利用でき、公立・民間・コミュニティ

の医療従事者によって差別なくすべての人がアクセスでき、利用者に受け入れられやすいよ

う、法律・政策・規則を見直し、必要に応じて改訂すべきである。

資金調達および経済的留意点

GPS 5

医療倫理、スティグマ・強制・暴力の回避、無差別、健康への権利の原則に基づき、取り残

されがちな人々や社会的に疎外されている人々にとっても、良質な保健医療サービスやセル

フケアの介入が、利用可能で、アクセス可能で、手頃な価格で、受け入れられやすいように

すべきである。

表2．セルフケア介入の実施およびプログラム上の考慮事項に関する
推奨項目とグッドプラクティス・ステートメント (GPS)
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介入 推奨項目およびグッドプラクティス・ステートメント(GPS)

医療従事者の研修ニーズ

GPS 6

(一部改変)

医療従事者は、健康の権利・守秘義務・無差別に基づくセルフケア介入の提供に必要な知

識・技能・態度に裏打ちされた実践能力を有するよう、適切な研修を繰り返し受講すべきで

ある。

タスクの合理的な委任と共有

GPS 7

各国は、患者会やコミュニティを含む利害関係者と協力して、公平な健康アウトカムをもた

らす効果的な方法で、医療チームのメンバーである個人・ケア提供者・コミュニティへ、タ

スクの合理的な委任の実施、または拡大・強化を検討するべきである。

GPS 8

セルフケアの当事者や支援者が医療従事者でない場合には、医療従事者の責任のもとで医療

の一端を担うようエンパワーすることができる。特に、セルフケアやセルフケア介入の使用

は、適切な場および安全で支持的な保健システムにおいて可能である。

実践能力を重視した医療従事者の研修

GPS 9

(一部改変)

各国は、調和がとれ、標準化された、実践力重視の研修を実施するために、体系的なアプ

ローチを採用すべきである。 その研修は、下記に挙げるような適切な実践能力を、医療従事

者が身につけられるよう、ニーズに基づいて行われ、認定されるのが望ましい。

･ 心の回復力・健康・ウェルビーイングを促進するセルフケアの実践に取組み、支援する能力

･ 相手がどのくらい自己検査や自己管理を望むか、行えるかを判断する能力

･ セルフケア介入へのアクセス、および正しい使用と受入れを促進する能力

･ 治療薬や治療法の準備と自己投与を指導する能力

特定の集団における実施上の留意点

人道的およびパンデミック危機における実施上の留意点

推奨 38

医療施設における性と生殖に関する保健医療サービスの提供が中断された場合には、医薬品、

診断薬、医療機器、情報、カウンセリングへのアクセスを確保するために、デジタルヘルス

サービス、セルフケア介入、タスクシェアリング、アウトリーチを優先することを推奨する。

推奨 39
メンタルヘルスケアや心理社会的サポートの提供、セルフケア手法の促進など、産業保健や

スタッフの安全対策を最大限に行うことを推奨する。

ライフコースアプローチ

GPS 10

セルフケア介入に関する啓発は、ライフコースや様々な環境・状況における人々の特定の

ニーズに合わせて行われるべきであり、ライフコースを通じた性と生殖に関する健康の権利

を認識する必要がある。

取り残されがちな人々や社会的に疎外されている人々に対する実施上の留意点

GPS 11 

(一部改変)

取り残されがちな人々や社会的に疎外されている人々も、喜ばしい性生活を十分に得て、リ

プロダクティブ・ヘルスに関する様々な選択肢にアクセスできるべきである。

GPS 12 

(一部改変)

各国は、取り残されがちな人々や社会的に疎外されている人々に対するスティグマ、差別、

暴力を撲滅するために、人権基準に基づく反差別および保護法の実施と施行に向けて取り組

むべきである。

GPS 13 

(新規)

性適合性ホルモン剤を自己投与するトランスジェンダーや多様な性の人々は、エビデンスに

基づく情報、良質な製品、滅菌注射器具へのアクセスを必要とする。

12



介入 推奨項目およびグッドプラクティス・ステートメント(GPS)

デジタルヘルス介入

GPS 14 

(一部改変)

デジタルヘルス介入は、セルフケア介入の促進、情報提供、ディスカッションの場を提供す

る機会をもたらす。

GPS 15 

(一部改変)

セルフケア介入をサポートする患者-医療従事者間の遠隔診療は、対面式の保健医療サービス

を補完するものとして提供可能である。

GPS 16 

(一部改変)

医療従事者がセルフケア介入の使用についてデジタル機器を使って患者とコミュニケーショ

ンを行うことは、健康アウトカムのモニタリングや評価に寄与する可能性がある。

環境への配慮

GPS 17
セルフケア製品から出る廃棄物を安全で確実に処理することは、あらゆるレベルで推進され

るべきである。

GPS 18

国、援助機関、その他の利害関係者は、セルフケア製品の環境的に好ましい購入方法に向け

て努力すべきである。それは、廃棄物の少ないもの、リサイクルできるもの、有害な廃棄物

を出さないものを選んだり、必要量のみ用いたりすることで可能である。

本ガイドラインは、使いやすいオンラインプラットフォーム上にも掲載しており、新しいエビデンスや情報を継続

的にレビューすることができます。こちらからご覧ください：https://app.magicapp.org/#/guideline/Lr21gL

妊娠期ケア、家族計画、HIV、その他のテーマに関するセルフケア介入のSMARTガイドラインは、こちらからご覧

ください： https://www.who.int/teams/digital-health-and-innovation/smart-guidelines

リビングガイドライン
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